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総 説

医療・健康分野におけるスマートフォンおよびウェアラブルデバイスを

用いた身体活動の評価現状と今後の展望
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抄録 スマートフォンやウェアラブル端末などのモバイルヘルスデバイス（mHealth デバイス）の

普及に伴い，医療・健康分野における情報通信技術の重要性が高まっている。本総説では，

mHealth デバイスを用いた身体活動評価の現状を概観し，主要な研究成果の整理を通じて，

mHealth デバイスを用いた身体活動研究の今後を展望する。mHealth デバイスの活用により，

調査方法の主流であった質問紙を用いた主観的な評価とは異なり，客観的な身体活動の評価を

大規模でリアルタイムに実施することが可能となっている。また，mHealth デバイスはデータ

を自動で収集し蓄積しているため，遡及的に多様な分析が可能である。とくにスマートフォン

は利用者数が多く，大規模モニタリングや大規模介入に資する可能性が高い。一方，手首装着

型のウェアラブルデバイス（リスト型デバイス）は，スマートフォンに比べると利用者数は少

ないものの，より精度の高い睡眠などスマートフォンで取得困難なデータを含めた24時間の行

動評価が可能となっている。このため，身体活動の総量のみならず，強度，継続時間，頻度，

種類，時間帯など多様な観点を含む身体活動の質に着目したより精緻な分析が実現する。さら

に，リスト型デバイスは，心拍数などの生体情報や位置情報を測定する機器が搭載されている

ものもあり，これらのデータをデバイスの加速度情報と組み合わせることで，身体活動のより

具体的かつ詳細な評価が可能になると考えられる。主要な mHealth デバイスによる身体活動

評価の妥当性は多くの研究によって確認されており，研究用に開発された歩数計や加速度計と

比較可能である。mHealth デバイスを用いた身体活動の評価は，対象者の代表性やデータの継

続性等に関する課題，プライバシーポリシーを踏まえた倫理的な配慮の必要性があるものの，

個人の健康管理ツールとしての用途だけでなく，身体活動に関する疫学研究や臨床研究，さら

には身体活動指標を利用した社会サービスなどの多様な場面での活用が期待される。
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 緒 言

我が国の総人口に占める65歳以上の高齢者の割合

は2019年現在28.4であり，2065年には38.4に達

すると推定されている1)。超高齢社会に突入した我

が国では，社会保障費の増大や医療資源の偏在等の

様々な課題に直面しており，総務省は健康寿命の延

伸や医療製品・サービスの強化に向けて，1) 医

療・介護・健康分野の情報ネットワーク化の推進や，

2) 医療・介護・健康分野における先導的な Infor-

mation and Communication Technology（ICT）利活

用の推進に資する取り組みを進めている2)。その一

つとして，医療・健康情報を収集し，一元的に管理

するパーソナルヘルスレコード（Personal Health

Record: PHR）の活用に向けた取り組みが本格化し

ている2)。PHR には，これまで紙の書類や手帳で
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記録されていた医療関連情報だけでなく，スマート

フォンのアプリケーション（アプリ）やウェアラブ

ルデバイス（身体の一部に装着が可能なコンピュー

ターデバイス）により収集が可能な生体情報や生活

習慣など，様々なデータが含まれる。これらモバイ

ルヘルスデバイス（mHealth デバイス）情報の利活

用は，個人の状況やニーズに合わせた最適な診療・

サービスの提供を可能にすると考えられている2)。

身体活動の推進により，循環器疾患や 2 型糖尿病

などの非感染性疾患の予防および管理だけでなく，

身体機能や認知機能の低下の予防やメンタルヘルス

（うつ病・不安症状）の改善など，様々な健康効果

が得られる3)。また，身体活動は，健常な成人のみ

ならず，高血圧や 2 型糖尿病等の慢性疾患を有する

者やがんサバイバー，障害をかかえる者，妊娠中お

よび産後の女性を含む多くの人々に多様な健康効果

をもたらす3)。2018年に WHO から発表された「身

体活動に関する世界行動計画20182030（Global

Action Plan on Physical Activity 20182030）」では，

ユニバーサル・ヘルスケアの一環として，身体活動

に関する患者評価と診療システムを医療および社会

サービスに組み込むことが目標とされている4)。ま

た，身体活動のサーベイランスシステムを開発・向

上させるために，ICT の利活用が推奨されている4)。

スマートフォンやウェアラブルデバイスなどの

mHealth デバイスによる身体活動の評価の普及は，

これまでの身体活動研究を飛躍的に進歩させる可能

性を秘めている5,6)。従来は主に質問紙を用いて身

体活動を評価してきたが7)，この主観的な自己申告

による評価は身体活動を実施している場面や目的が

評価できるという点で優れているものの，思い出し

バイアス（recall bias）や社会的好ましさによるバ

イアス（socially-desirable bias）の問題があり，身

体活動の精緻な評価が困難であった8～10)。一方で，

加速度計（加速度センサを内蔵する活動量計）によ

る客観的な評価は，日常生活に散在する細切れの身

体活動や低強度の身体活動を含む身体活動の詳細な

評価を可能にした9,11)。特に，加齢に伴い身体機能

が低下した高齢者では，日常生活に散在する低強度

の身体活動が総身体活動量に占める割合が大き

く12)，計画的に実施するまとまった運動だけでな

く，生活活動も含めた身体活動が健康に果たす役割

が大きいことが予想される13)。また，近年，手首に

装着するウェアラブルデバイス（リスト型デバイス）

が急速に普及しつつある。世界市場におけるウェア

ラブルデバイスの出荷台数は，2018年に 1 億7,800

万台であったものの，2019年には 3 億4,590万台と

なり，2024年には 6 億3,710万台に到達すると予想

されている14,15)。リスト型デバイスの登場により，

身体活動や睡眠だけでなく，心拍数や血圧などの生

体情報，位置情報等の様々な情報を同時に収集す

る，いわゆる“all-in-one”のプラットフォームが実

現してきた16)。このような複合的なデータの活用に

より，身体活動研究，ひいては保健・医療のさらな

る発展が期待される。

本総説では，mHealth デバイスのうち，スマート

フォンやリスト型デバイスによる身体活動評価の現

状を概観し，主要な研究成果の整理を通じて，

mHealth デバイスを用いた身体活動研究の今後を展

望する。

 身 体 活 動 の 評 価

. 身体活動の定義

身体活動（physical activity）とは，「骨格筋の収

縮活動によりもたらされるあらゆる身体的な動き」

と定義されている17)。すなわち，日常生活における

家事や移動，仕事などの生活活動が含まれ，健康や

体力の維持・向上を目的として意図的・計画的に実

施される「運動」よりも幅広い概念である17)。身体

活動・運動を構成する主な要素としては，頻度

（Frequency），強度（Intensity），時間（Time），種

類（Type）がある（運動処方では FITT の原則と

されている）。その他の要素としては，5) 場面

（domain/context），6) 1 回の活動の継続時間（bout），

7) 時間帯（time of day）がある。身体活動量は強

度×時間×頻度により計算される。

身体活動の強度は，メッツ（metabolic equiva-

lents: METs）が普及している18,19)。これは安静座

位を 1 メッツとして，その何倍のエネルギーを消費

するかを示したものである。人の覚醒時における身

体活動を強度別にみると，低強度の身体活動（家事

やゆっくりとした歩行）は～2.9メッツ，中強度の

身体活動（普通歩行やサイクリング）は3.0～5.9メッ

ツ，高強度の身体活動（ジョギングや水泳）は，

6.0メッツ以上に大別するのが一般的である19)。座

位行動は強度に姿勢の条件を加えており，「座位お

よび臥位におけるエネルギー消費量が1.5メッツ以

下のすべての覚醒行動」と定義されている19)。

. 身体活動の評価法

1) 身体活動評価の歴史的背景

身体活動を評価する方法は様々であるが，各評価

方法にはそれぞれ長所・短所があり，研究のデザイ

ンや目的によって使い分けられている11)。日常生活

における身体活動量を評価する方法には主に二重標

識水法，機器装着法（加速度計法・歩数計法・傾斜

計法），申告法（質問紙法・活動記録法）などがあ
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図 身体活動評価法の概念図
文献20を参照。文献20の図にスマートフォンを追加している。
各評価方法の相対的な位置は，技術や方法論の進歩によって変化し，妥当性と実現可能性が向上する可
能性がある（点線）。また，スマートフォンおよびウェアラブルデバイスを含む加速度計の妥当性は機
種によって異なる。なお，リスト型のウェアラブルデバイスは加速度計に含まれる。
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り11)，評価法の選択は妥当性（validity）と実現可

能性（feasibility）のバランスを考慮した上で行わ

れている（図 1)20)。自由生活下における身体活動

の評価方法として最も妥当性が高いのは二重標識水

法（基準法）であるが，調査者の負担が大きく，コ

スト（一人あたり数万円）を要することから，身体

活動と健康アウトカムの関連を検討するような大規

模な疫学研究での使用は困難である。一方，質問紙

法は，妥当性は高くないが，低コストで大規模な調

査が可能である。また，身体活動を実施している場

面や目的を評価できるという行動科学の視点でも優

れており，これまで多用されてきた。しかしなが

ら，思い出しバイアスや社会的好ましさによるバイ

アスの混入が避けられないという限界がある。

近年，加速度計の技術が著しく進歩し，質問紙法

では評価が困難であった日常生活に散在する細切れ

の身体活動や低強度の身体活動を含む身体活動の精

緻な評価が可能になっている。使用する機種や装着

部位によって測定の精度は異なるものの21,22)，単に

身体活動の総量のみならず，強度，継続時間，頻

度，種類，時間帯などの観点を含む身体活動の質の

分析も可能である23～26)。加速度計による身体活動

の評価のうち，とくに mHealth デバイスによる身

体活動の評価は今後さらなる普及が想定され，こう

したデータの活用は身体活動研究の新たな展開を生

み出すことが期待される。また，質問紙等による自

己申告のデータと mHealth デバイスで取得した

データを組み合わせることにより，より多様な分析

が可能となる27)。

現在，様々な種類の加速度計が使用されている。

我が国では Active style Pro（オムロン社製，日本）

が，欧米諸国では ActiGraph（アクチグラフ社，米

国）が主に使用されており，装着部位は腰部が主流

となっている28)。その一方で，手首に装着して身体

活動を評価する動きが高まっている。たとえば，米

国の代表的な全国調査である National Health and

Nutrition Examination Survey（NHANES）では，

2003年より加速度計（ActiGraph）を用いて身体活

動の評価を行っているが，2011年以降の調査では加

速度計の装着部位が腰部から手首へと変更されてい

る28)。また，英国の大規模コホート研究である UK

Biobank Study では，手首に装着する加速度計

（Axivity AX3）を用いて，およそ10万人の身体活動

を評価している25,29)。

これまでの身体活動研究で主に使用されてきた研

究向けに開発された加速度計の特徴や加速度計を用

いた介入研究については，すでに先行研究で概説さ

れている28)。そこで，本総説では，スマートフォン

やリスト型デバイスによる身体活動評価の現状およ

び今後の展開に着目する。

2) mHealth デバイスによる身体活動評価の特徴

mHealth デバイスには，加速度計が内蔵されてい



588

図 スマートフォンおよびリスト型のウェアラブルデバイスによる身体活動評価の利点
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る。これらのデバイスの普及により，身体活動，中

でも歩数を大規模かつリアルタイムに評価すること

が可能となった（図 2）。歩数は最も簡便でわかり

やすい身体活動の指標であり30,31)，公衆衛生学的視

点から有用である。スマートフォンを用いた身体活

動の記述疫学研究で大規模なものに，AlthoŠ らの

歩数の国際比較研究がある5)。AlthoŠ らはスマート

フォンのアプリ（Azumio）を用いて，世界111か国

の717,527人のデータを収集し，国別の歩数の平均

値を記述するとともに歩数の格差を検証している

（図 3 )5) 。また，新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）流行下では，スマートフォンのアプ

リを用いた研究だけでなく32,33)，Fitbit や GAR-

MIN のようなリスト型デバイスで評価した身体活

動の国際比較が実施され，COVID-19の流行が歩数

に与えた影響が報告されている34,35)。なお，これら

は民間企業による報告であるものの，COVID-19流

行下で実施された学術研究と同様の結果が得られて

いる36,37)。mHealth デバイスにはデータが自動で蓄

積されるため，データの遡及的な分析が可能となる

ことから，長期的な身体活動の変化など多様な分析

に資する点で優れている。

mHealth デバイスは行動変容およびその評価にも

用いられている。ランダム化比較試験を対象とした

メタアナリシスによると，スマートフォンのアプリ

やリスト型デバイスの活用は，身体活動を継続的か

つリアルタイムに評価・フィードバックすることを

可能とし，身体活動を促進させるための介入におい

て低～中程度の効果（平均1,850歩/日［95信頼区

間1,247, 2,457］に相当）があることが示されて

いる38)。とくに，テキストメッセージとパーソナラ

イズ機能を含む介入はより効果的であるとされてい

る38)。また，スマートフォンのアプリやリスト型デ

バイスを用いた身体活動の介入における身体活動の

評価は，従来の質問紙を用いた身体活動の評価とは

異なり，対象者および評価者の負担の軽減を図るこ

とができる38)。

3) スマートフォンによる身体活動評価の強調点

と限界点

スマートフォンはリスト型デバイスに比べて圧倒

的に利用者数が多く39)，より大規模な身体活動の評

価が可能となる。総務省の「通信利用動向調査」に

よると，我が国におけるスマートフォンの所有率は

2010年では9.2であったが，その後急速に普及し，

2018年では79.2にまで増加している39)。

スマートフォンに内蔵された加速度計で取得した

情報はアプリと連携させることができる。その利点

を生かし，アプリを利用した行動変容を促すための

様々な介入研究が実施されている。たとえば，ゲー

ミフィケーションを活用した「Pokemon GO」は利

用者の歩数を有意に増加させたことが報告されてい

る40～42)。その一方で，こうしたゲーミフィケー

ションの活用はゲーム中毒や事故につながることも

報告されており43)，ネガティブな側面に関する配慮

も同時に必要である。「Pokemon GO」のような身

体活動促進ゲームを安全に楽しむことができるソフ
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図 スマートフォンで取得した歩数の国際比較
文献 5 で使用されたデータより作成。データは Activity Inequality http: // activityinequality.stan-
ford.edu/に公開されている。1,000人以上のサンプルが得られた世界46か国の 1 日あたりの平均歩数を
示している。日本は8,786人のデータに基づく。
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トの開発やハード面の整備が期待されている44)。

スマートフォンによる歩数の測定の妥当性はすで

に確認されている45～47)。これまでに実施されたス

マートフォンを用いた身体活動の研究では，iPhone

のヘルスケアアプリのような標準アプリに記録され

た歩数データを直接解析するのではなく，その情報

を同期させた健康やフィットネス関連のアプリを用

いてデータを解析する方法が主流である。その一方

で， iPhone のヘルスケアアプリのスクリーン

ショットの画像解析から，歩数のデータを遡及的に

評価する方法がすでに開発されている33)。この画像

解析による身体活動の評価により，別のアプリを介

することなくデータを収集することが可能となる。

そのため，健康やフィットネス関連の特定のアプリ

の利用者だけでなく，インターネット調査等を通じ

て，様々な集団を対象にスマートフォンを用いた身

体活動の評価が実現している33)。

最近のスマートフォンでは単に歩数だけではな

く，健康や体力の指標である歩行速度（cadence/

step rate）や歩様（gait）も評価できるようになっ

てきている。たとえば， iPhone の iOS14以降で

は，まだ妥当性を検証した研究報告は見当たらない

ものの，歩行速度や歩行両脚支持時間，歩行非対称

性に関する指標が追加されている。これらの情報

は，個人の健康に対して，身体活動と体力の両方の

側面からアプローチすることを可能にし，個人の状
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表 スマートフォンやウェアラブルデバイス（リ

スト型）において評価可能な行動情報1)

スマート
フォン2)

ウェアラブルデバイス
（リスト型)

睡眠 ◯ ◯

座位行動 × ◯

スクリーンタイム ◯3) ×

強度別の身体活動 ◯4) ◯

歩数 ◯4) ◯

位置情報 ◯ ◯

1) 科学技術の発展により，スマートフォンやウェアラ

ブルデバイス（リスト型）において評価可能な項目

は今後増加する可能性がある。
2) 自己申告により入力されるデータやウェアラブルデ

バイス等の他のデバイスからの同期によって得られ

る指標は含めていない。
3) スマートフォンの画面のみ。テレビやパソコン等の

すべてのスクリーンタイムではない。
4) スマートフォンによる身体活動測定の妥当性はス

マートフォンの携帯頻度に依存する46)。スマート

フォンをよく携帯している場合は妥当性が高いが，

携帯していない時間が長くなると身体活動の過小評

価の程度が大きくなる。
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況に適した疾病予防やリハビリテーションに貢献す

ることが期待される。一方，スマートフォンは，携

帯している場合の測定に留まるという限界があり，

スマートフォンを携帯せずに実施していると推測さ

れる運動やスポーツ実施時の活動量は評価できな

い。従って，スマートフォンは主として移動におけ

る身体活動を測定している可能性が高く，データ分

析では，身体活動の過小評価や活動量の誤分類に留

意する必要がある。

4) リスト型ウェアラブルデバイスによる身体活

動評価の強調点と限界点

身体活動の評価にリスト型デバイスを用いること

は，対象者への負担軽減や装着コンプライアンスの

向上48)，さらには座位行動や睡眠も含めた24時間の

行動評価を可能にするといった様々な利点がある

（表 1）。加えて，重要な点として，心拍数や血圧，

皮膚温などの生体情報や位置情報等の様々な情報と

の組み合わせが可能であることが挙げられる。

これまでの研究で主流であった腰部に装着するタ

イプの加速度計では，加速度センサの情報のみで活

動の強度を推定しており，個人の特性や体力が考慮

されていない。対象者の年齢によって活動強度の基

準を変える方法もあるが，同じ年齢でも体格や体力

には個人差があるため，活動強度の評価としては不

十分である。これに対して，リスト型デバイスは，

加速度の情報のみならず，心拍数も同時に測定でき

るデバイスがあるため，ある活動を行った時の心拍

数の変化からその活動の強度を推定することがで

き，個人の体力に合わせた活動強度の評価が可能に

なるという利点がある。また，加速度センサの情報

のみとなる限界の二点目として，活動を実施してい

る場面や目的を評価できないということがある。こ

れに対して，リスト型デバイスでは，位置情報の

データ利用が可能な製品があるため，活動を実施し

ている場面や目的をある程度推定することが可能に

なることが期待される49)。これらの位置情報を活用

したデータは，街づくりや身体活動に対する効果的

な介入方法の開発に資する可能性が高い。

このようにリスト型デバイスでは，加速度に他の

情報を組み合わせることによって，具体的かつ詳細

な身体活動の評価を実現することが期待される。近

年は，リスト型デバイスによる身体活動の測定精度

も改善されつつあり47,50,51)，個人の健康管理ツール

としてだけでなく，疾病や異常の早期発見や治療や

薬の効果の測定，行動変容や身体活動の促進52,53)な

ど，疫学研究や臨床研究においてもその活用に期待

が高まっている。臨床研究への応用としては，糖尿

病，慢性閉塞性肺疾患（COPD），多発性硬化症，

パーキンソン病，変形性膝関節症，不眠症の有疾患

者を対象とした研究，がんサバイバーや妊婦などの

特定の集団を対象とした研究などがすでに実施され

ている54,55)。

リスト型デバイスによる身体活動の評価は様々な

利点があるものの，新たに大規模にデータを収集す

るような疫学研究においては使いやすさに問題があ

る場合がある。消費者向けに開発されたデバイス

は，研究用に開発されたデバイスとは異なり，特定

の個人が使用することを前提として設計されている

ため，測定開始前に個人の利用者登録やデータを同

期するためのアプリの準備等に労力を要する場合が

ある。

 時間行動評価の重要性と新たな統計

解析

身体活動の研究では，24時間行動評価の重要性が

高まっており，それを支える統計解析も発展してい

る。背景には，ウェアラブルデバイスの普及により

24時間の行動（睡眠，座位行動，身体活動）の評価

が可能になったことに加えて，身体活動研究の歴史

が大きく関係している。

1995年，米国疾病管理予防センター（Centers for

Disease Control and Prevention; CDC）と米国スポー

ツ医学会（American College of Sports Medicine:

ACSM）は，「身体活動と公衆衛生に関する声明

（Physical Activity and Public Health）」を発表し
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た56)。これは現在の身体活動研究の原点であり，こ

の声明を契機として主に中高強度の身体活動の研究

が盛んに実施されてきた。我が国でも，厚生労働省

により1989年に策定された「健康づくりのための運

動所要量」が2006年に「健康づくりのための運動基

準2006」へと改定されて以降，中高強度の身体活動

に関心が集まっている。

中高強度の身体活動に関する研究が盛んに実施さ

れたことに引き続いて，座位行動に関する研究が急

速に増加した。座位行動に関するこれまでの研究に

より，身体活動ガイドラインで推奨されている週

150分以上の中高強度の身体活動量を充足していた

としても，長時間の座位行動が独立して健康アウト

カムに悪影響を与えることが示唆され57)，座位行動

の健康リスクに着目した研究が加速した19,58,59)。し

かし，これらの座位行動に関する研究では，座位行

動と健康との関連を分析する際に，交絡要因と考え

られる低強度および中高強度の身体活動や睡眠の影

響を十分に考慮できていない点が問題となった。

Pedi ¾si ác は2008年から2013年までに出版された座位

行動と健康との関連を検討した54本の論文をレ

ビューし，そのうち87の論文の統計学的解析にお

いて，すべてのあるいは他の強度の身体活動が調整

されていなかったことを明らかにしている60)。すな

わち，健康との関連を検討する際に各々の行動が単

独で扱われており，活動の複合効果を検討した研究

は極めて限られている60,61)。ヒトが 1 日に使える時

間は24時間と有限であることから，各々の活動は独

立したものではく，相互依存性（co-dependence）

がある。すなわち，ある活動に費やす時間を増加さ

せれば，他の活動に費やすことができる時間は必然

的に減少する。たとえば，座位行動が30分減少する

ことは，その他の活動である睡眠，低強度および中

高強度の身体活動の合計が30分増加することを意味

する。

Chastin らは2015年に，活動の相互依存性を考慮

した統計解析手法である Compositional Data Analy-

sis（CoDa）を行動疫学研究に応用した61)。ここで

は，従来の統計モデルを適応した場合の結果と

CoDa を用いた場合の結果は異なることが示されて

おり，従来の統計モデルでは活動の効果を過小ない

し過大評価してきた可能性を指摘した61)。それ以

降，行動疫学研究における統計解析に CoDa を用い

た研究が増加しており62)，国内の研究においても

CoDa が適用され始めている12,30,63～65)。2020年に改

定されたカナダの身体活動ガイドラインでは，24時

間の使い方に言及しており，たとえば成人では，中

高強度の身体活動を週150分以上実施すること，睡

眠は 79 時間とること，座位行動は 1 日 8 時間未満

に留めることが推奨されている66)。もっとも，24時

間行動データに関するエビデンスはいまだ十分では

なく，今後さらなる研究が必要である。

 mHealth デバイスを用いた身体活動研究

の課題と今後の展望

リスト型デバイスの普及に伴い，ビッグデータを

用いた24時間の睡眠，座位行動，身体活動などの行

動の評価が可能になった。また，CoDa を用いた統

計解析の発展は，身体活動研究における24時間行動

評価の実現を支えている。このように，複雑なデー

タ分析が可能になったことに伴い，データ解析や解

釈のための専門的なスキルが必要となっている。そ

れと同時に，単なる大規模なデータの寄せ集めとし

てのビッグデータから，より意味づけ・洗練された

データ（スマートデータ）を抽出し，利活用するこ

ともデータ活用の効率性の点から求められる。これ

らの情報分析技術・リテラシーの獲得が，これまで

以上に身体活動研究の推進において重要になると考

えられる。一方，mHealth デバイスでは，利用者や

データの安全性に十分な配慮が必要である16,67)。

Fitbit をはじめとする主要な mHealth デバイスで

は，利用者のプライバシー保護とデータの安全性確

保のため，プライバシーポリシーを策定し，利用開

始の時点において提示し，データ利用に関する同意

を利用者から得る仕組みとなっている68)。データの

研究利用に際しては，プライバシーポリシーの内容

を把握し，研究利用が可能か否かが個別に判断さ

れ，必要に応じて別途，研究のための同意取得手続

きが改めて必要となる。また，複数のデバイスから

の行動履歴の収集に代表されるクロスデバイスト

ラッキングや，複数のデータを組み合わせた分析

は，個人の行動が詳らかになる可能性がより一層高

まることから，プライバシー保護やデータ利用に関

する安全性と研究倫理に関する配慮を要する。これ

らの具体的な方策は検討の途についたばかりであ

る68)。データ漏洩やサイバー攻撃のリスクを踏ま

え，サイバーセキュリティ対策として，脆弱性対策

に係る体制の整備，研究開発の推進，民間企業等に

おけるセキュリティ対策の推進，人材育成の強化，

国際連携の推進が行われている69)。

mHealth デバイスの普及により，データの収集が

容易になったものの，これらのデータを分析・解釈

するには注意が必要である。例えば，AlthoŠ らは

スマートフォンで取得した歩数の大規模研究を実施

しているが5)，スマートフォンアプリの利用者は健

康意識が高く，活動的な若年者層が多く含まれてい
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る可能性があるため，データの一般化可能性には注

意が必要である。この対象者の代表性の問題に加え

て，スマートフォンで取得した歩数はスマートフォ

ンを携帯していない際の歩数が過小評価されている

可能性があることから，とくに身体活動量の記述お

よびその解釈には留意を要する。一方で，AlthoŠ

らの研究における知見（身体活動と肥満の関連や

walkability と身体活動の関連等）は先行研究の知見

と一貫しており，スマートフォンを用いた身体活動

研究の有用性が示されている5)。しかし，mHelath

デバイスは商業上の理由により数年で商品の廃盤や

入れ替わりが想定され，測定方法およびデータの継

続性に関する問題が残っている70)。

近年，mHealth デバイスの普及により，歩数を用

いた研究が増加している。歩数はシンプルでわかり

やすい身体活動の指標であるだけでなく，良好な身

体活動パターンとも関連する30,31)。具体的には，歩

数が多いことは中強度の身体活動が多いことだけで

なく，低強度の身体活動が多いことや座位行動が少

ないことと関連している30,31)。歩数は多くのデバイ

スで取得することが可能であり，身体活動の推進を

行う上で有用である。また，欧米諸国ではこれまで

中高強度の身体活動の実施時間に着目した研究が主

流であり，歩数を用いた研究は少なかったが，

mHealth デバイスの普及により，今後，歩数を用い

た研究の増加が予想される。我が国では欧米諸国よ

りも早い1989年より国民健康・栄養調査において歩

数を調査しており，世界に誇る全国規模のデータが

ある。今後，mHealth デバイスの更なる普及を見据

えて，優れた身体活動サーベイランスシステムの構

築のため，歩数データベースの融合促進に関する検

討が望まれる。

本総説では，ウェアラブルデバイスの中でも普及

が進むリスト型デバイスに着目したが，ウェアラブ

ルデバイスの進歩は著しく，服として着るタイプの

スマートウェアや靴として履くタイプのスマート

シューズなど，様々なタイプのウェアラブルデバイ

スの開発・普及が進んでいる71)。リスト型デバイス

に留まらず，このような多様なウェアラブルデバイ

スを用いた身体活動研究の深化が今後，期待される。

 結 語

スマートフォンやリスト型デバイスの普及によ

り，身体活動を客観的にかつ大規模に評価すること

が可能になっている。個人情報への倫理的配慮が必

要であるが，これらのデータの活用は身体活動の大

規模モニタリングや身体活動と健康アウトカムの関

連の検証など，身体活動研究，ひいては保健・医療

を飛躍的に進歩させる可能性を秘めている。

mHealth デバイスは，個人の健康管理ツールとして

だけでなく，身体活動に関する疫学研究や臨床研

究，さらには身体活動指標を利用した高齢者の見守

りサービスなどの社会サービス等，様々な場面での

活用が期待される。

本研究は2020年度東京医科大学・工学院大学医工連携

共 同 研 究 ， JSPS 科 研 費 （ 19H03996 ， 20K18846 ，

19H03910）より助成を受けて実施されている。
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Evaluation of physical activity using smartphones and wearable devices in

healthcare: Current situation and future perspectives

Shiho AMAGASA,2, Hiroyuki KOJIN,3, Masamitsu KAMADA4, Yutaka FUKUOKA5

and Shigeru INOUE
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Abstract With the growing popularity of mobile health (mHealth) devices, including smartphones and

wearable devices, information and communications technology has gained high importance in

healthcare settings. This study aimed to summarize the current trends in physical activity research

wherein mHealth devices are used and provide perspectives for future research. Until recently,

questionnaire surveys were primarily used to evaluate physical activity. While questionnaire surveys

are eŠective for subjective evaluation, the use of mHealth devices enables large-scale, real-time, ob-

jective evaluation of physical activity. In addition, mHealth devices automatically collect and ag-

gregate data. This allows researchers to perform retrospective analysis of a wide range of indicators

of physical activity and health. Particularly, the use of smartphones is highly likely to contribute to

large-scale monitoring and health interventions because of their ubiquity. Even though there are

fewer users of wearable devices (wrist-worn devices) than those of smartphones, using wearable

devices allows for the evaluation of 24-hour movement patterns. The use of wearable devices helps

perform further precise analysis that focuses not only on the total amount of physical activity but

also on the quality, including measures of intensity, duration, frequency, type, and time. Moreover,

some wrist-worn devices measure physiological information such as heart rate and may also provide

location information. Combining such data with information from an accelerometer associated with

a device may allow for further speciˆc and detailed evaluation of physical activity. The validity of

physical activity assessment using major mHealth devices has been conˆrmed in several studies and

is comparable to that of pedometers and accelerometers developed for research purposes. Evaluation

of physical activity using mHealth devices involves issues related to the representativeness of the tar-

get population and continuity of data, as well as the need for ethical considerations based on privacy

policies. While mHealth devices may be used by individuals as a health management tool, it is also

expected that the evaluation of physical activity using mHealth devices will be performed in various

settings such as epidemiological and clinical studies on physical activity, as well as community serv-

ices wherein indicators of physical activity are used.
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